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最近、自治体でも試験研究機関の再編、統廃合、独立行政法人化が急速に進んでいる。ここでは最初に神奈川県の動きを通して、この間の公設試験研究機関の組織再編、あり方見直しの特徴を明らかにし、主要には独立行政法人化の現状と課題を報告したい。

神奈川県は、90年代に「試験場から研究所」への純化、高度化、産・学・官の連携強化を基軸にして、環境系、商工系、一般農業系の統廃合を推進、運営面では外部から特別研究員を受け入れるフロー型雇用の導入、科制廃止・プロジェクト制の導入、研究職の採用抑制(欠員不補充)、現業職の削減などの再編、見直しを行った。研究職は更に任期付き採用や再任用制度の実施でより複雑な状況になっている。
また、2001年度からは機関評価が導入され、「企業や大学等との役割分担や連携方策といった視点からあり方を見直す」として再編・統廃合も視野に入れて行われ、「まず機能強化ありきではない、県機能への純化、スリム化も必要」と提起し、県機関がになう守備範囲の限定、検査・現業部門の民間委託、管理部門の統合などが検討された。2002年4月には政府の法案検討段階で既に独立行政法人制度に関わる研究チームを設置し、2003年1月に報告書を発表した。その内容は、制度導入に関しては、①県機関は規模等が小さく、法人設立時に企業会計システムや不動産鑑定評価料などの経費がかかり、移行後は民間企業と同様の扱いとなることから顧問弁護士料、監査報酬、損害保険料など新たなランニングコストがかかり、優劣は安易に結論づけられない、②県の事務・事業全般について民営化・民間移譲等の検討を行い、それが困難な場合に適用を検討すべき、③県機関を地方独法化する際には類似機関を統合し組織を大きくするなどの工夫が必要であると提言し、④導入するのであれば「業務実績の処遇(給与・人事等)への反映による職員のインセンティブの向上を促進するため非公務員型の可能性を考えるべき」と付言している。こうした中で2007年度には「既存の研究所ありきでない」として再度の機関評価が提起され、政策評価や機関評価が当局の意図的な行革推進の手法、アリバイづくりにされている。

東京都でも2005年5月に総務局が｢試験研究機関の見直し方針｣を通知し、｢行政権限を行使する機関以外の試験研究機関は、運営形態を見直し、原則として直営を廃止する｣として、地方独立行政法人への移行や公益法人への移管、全面委託を提起し、同時に東京都立産業技術研究所の独立行政法人化も提起した。

　次に試験研究機関の独立行政法人化をめぐる状況と課題であるが、当初、自治体では神奈川県のように、国と違って規模の小さな地方自治体の機関では導入のメリットが少ないことから様子見、あるいは導入のための研究・検討にとどまっていた。しかし最近は組織の統廃合、重点分野への集中化、非公務員型の選択、人員削減、賃金・労働条件の改悪、成果主義の導入、民間委託の促進、外部資金の導入などの行革課題とも連動し、導入のメリットはあるとの認識に変わってきており、比較的規模の大きい病院や試験研究機関を中心に独立行政法人化が積極的に進められている。既に東京都・岩手県(2006年4月)、鳥取県(2007年4月)の産業(工業)系研究所で実施され、北海道や青森県、大阪府などでも導入が検討されている。同時に将来の地方独法化を視野にいれてスケールメリットを出すための統廃合も大分県、滋賀県、東京都、山形県、京都府、岐阜県、三重県、広島県、千葉県、埼玉県などで実施されている。全国公設試験研究機関職員連絡会議の2005年調査でも、回答６５施設のうち１３施設で地方独法化が検討され、２８施設で既に組織の統廃合が行われ、１４施設で統合の動きがあると報告されており、この状況は更に進んでいると思われる。独立行政法人は目標管理が要であり、ここで先行した東京都、岩手県の試験研究機関法人の中期目標、中期計画の内容をみてみたい。

都立産業技術研究センター(非公務員型)では、外部資金導入研究・調査の実施では、提案公募型研究に積極的に応募していく、企業等からの委託研究・調査(委託者経費分担)を行い、委託者の求める成果を実現すること、業務運営の改善及び効率化では、①状況に応じて組織体制を柔軟に再編するなど組織の機動性を高める、②人員体制も含めた組織の見直しを随時実施し、各事業の効率的な執行を確保する、③客観的な評価基準に基づく業績評価制度を構築し、適切な評価を行う。併せて能力・業績主義の任用・給与制度を導入し、業績評価結果を処遇や人事配置に反映する、④意思決定の迅速化、事務手続きの簡素化、重複業務の削減等を目的として業務内容と運営方法を随時見直し、管理的経費の削減に努める。定型的な業務はアウトソーシングの可能性を検討し、可能な業務について積極的に実施する、⑤標準運営費交付金(プロジェクト的経費は除く)を充当して行う業務については、毎年度平均で前年度比１.０％の財政運営の効率化をはかることなどが明記されている。

岩手県工業技術センター(公務員型)でも、研究業務では、大学等との連携強化、研究推進の効率化、企業における研究開発の発展に積極的に貢献することが謳われ、共同研究・受託研究では、企業の研究ニーズを最優先にし、外部の研究資金の獲得、研究成果の市場化促進を図ることなどが提起されている。業務運営の改善及び効率化でも、人件費はアウトソーシングの積極的な導入等により抑制をはかること、業務経費は中期計画期間中、毎年度平均で前年度比２％以上の効率化を達成するとされている。

ここにみられる特徴は、研究の推進から成果の市場化までも視野に入れた産・学・公の積極的な連携、外部(企業等)資金の導入、企業ニーズ最優先方針である。また、人員体制、研究推進も含めた組織の｢柔軟で機動的な｣再編と事業の効率的な執行であり、業績評価、能力・業績主義の導入、徹底である。

身分、権利、労働条件の問題につては、都立産業技術研究センターでは当該労働組合の努力があって、研究職についても本人希望を尊重させ、他部署への異動や派遣での研究業務の継続を認めさせている。しかし都当局は一般法人への職員派遣は公益法人等職員派遣法改正により最長１０年まで可能になっているが、例外を除いては５年しか認めず、しかも派遣職員から固有職員への切り替えも認めていない。賃金については現給保障を担保させ、退職金、特金手当等は都基準と同じにさせた。しかし業績評価が導入され、相対評価、昇給幅を７段階にする、中位の勤勉手当拠出率を２％にするなど、都基準以上に勤勉手当や定期昇給、昇任試験の受験資格ポイントに評価結果が連動されることになったが、当局の思惑通りの実施には歯止めをかけている。
　現在、全国的に公設試験研究機関の独立行政法人化が提起されている中で、国や自治体での先行事例の総括も含め、改めて独立行政法人制度の本質とねらいを明らかにし、職場・庁内世論は勿論、利用者・住民宣伝、懇談会、議会要請などの取り組みを強めていくことが重要になっている。

地方独立行政法人法の第１条(目的)、第２条(定義)では、｢地方独立行政法人とは、住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地からその地域において確実に実施されることが必要な事務及び事業｣と位置づけられ、｢民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものと地方公共団体が認めるもの｣と定義されている。導入にあたっては自治体の責任ある判断と役割、対応が求められる。しかし行政減量･効率化有識者会議の考え方は、行政減量を第１にして廃止・民営化を優先させるもので、法の趣旨や位置づけを全く無視している。自治体・法人の方針、中期目標・中期計画も、国や有識者会議の考え方を踏襲しており、具体的な批判と反撃が必要である。いま地域経済が疲弊し新たな技術の開発、普及・援助、継承が求められ、更には様々な感染症や公害、環境保全などが必要になっている中で、批判と同時に私達が考える公設試験研究機関の本来的な役割や機能、あり方を住民にわかる形で具体化に提言していくことが求められている。
















